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Ⅰ.医療保険財政の現状 

1 
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◆２０年～２６年の間に 
 ・保険料率は１．５％増（約１兆４，０００億円） 
 ・赤字累計は約２兆円 

（１）健保組合の財政状況 

（注）平成14～25年度までは決算、26年度は決算見込の数値である。 
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14年度の制度改正で、総報酬制の導入、高齢者医療
費の給付対象年齢および公費負担割合の段階的引き
上げの影響により、15年～19年は黒字となった。 

高齢者医療制度導入 



●19年度から単年度赤字に陥り、18年度に5,000億円あった準備金（累積 黒字・赤字）は、21年度末で▲3,200億 円 
   に悪化。この▲3,200億円は、財政特例措置と保険料率の引上げにより、２カ年で解消。 
●平成26年度決算では、単年度収支差は3,726億円の黒字、準備金残高は10,647億円 

（２）協会けんぽの単年度収支差と準備金の残高の推移 

３ 
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（３）国保の財政状況 

４ 

前期高齢者交付金
３５，６００億円

高額医療費共同事業
１，６８０億円

保険料
３０，４００億円

定率国庫負担
２４，２００億円

調整交付金
７，９００億円

都道府県調整交付金
６，８００億円

保険者支援制度
２，６４０億円

保険料軽減制度
４，６２０億円

財政安定化支援事業
１，０００億円

（平成27年度予算案ベース） 

医療給付費等総額：約１１兆５，０００億円 
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（４）国民医療費に占める公費の割合 

５ 

国庫 

10兆3,636億円 

（26%） 

地方 

5兆1,683億円 

（13%） 
保険料 

19兆5,218億円 

（48%） 

患者負担等 

５兆7２億円 

（13%） 

（注）１．軽減特例措置は、国庫に含む 
   ２．患者負担等は、患者負担及び原因者負担（公害健康被害の補償等に関する法律及び健康被害救済制度 
     による救済給付等）である 
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Ⅱ.医療保険財政の問題点 

６ 
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①高齢者医療への拠出金が保険料収入の４０％超 

（注）１．健保組合は、26年度決算見込み、協会けんぽは、26年度決算 
    ２．端数整理のため、係数が整合しない場合がある 

医療給付費 

 3.8兆円 

（49.8%） 

高齢者医療 

への拠出金 

（介護を除く） 

3.3兆円

（43.5%） 

保健事業費 

3,120億円

（4.1%） 

事務費 

1,120億円 

（1.5%） 

その他 

570億円 

（0.8%） 

７ 

健保組合 協会けんぽ 

医療給付費

5.1兆円

（59%） 

高齢者医療 

への拠出金 

（介護を除く）

3.4兆円 

（39%） 

健診・ 

保健指導 

840億円 

（1%） 

事務費 

530億円 

（0.6%） その他 

350億円 

（0.4%） 

（１）被用者保険の財政上の問題点 
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わが国の今後の医療給付費の見通し 

②高齢者医療費の拠出金が急激に増加 

0～64歳 
12兆0,569億円 

(9,888万人) 
 

41.2% 

0～64歳 
12兆3,490億円 

(9,236万人) 
 

36.9% 

0～64歳 
12兆6,910億円 

(8,748万人) 
 

33.6% 

0～64歳 
13兆4,580億円 

(8,349万人) 
 

32.1% 

前期高齢者65～74歳 
5兆5,283億円 

(1,411万人) 18.9% 

前期高齢者65～74歳 
6兆4,530億円 

(1,608万人) 19.3% 

前期高齢者65～74歳 
7兆0,570億円 

(1,589万人) 18.7% 

前期高齢者65～74歳 
6兆5,380億円 

(1,360万人) 15.6% 

後期高齢者 
75歳以上 

11兆6,562億円 
(1,406万人) 

 
39.9% 

後期高齢者 
75歳以上 

14兆6,830億円 
(1,642万人) 

 
43.8% 

後期高齢者 
75歳以上 

17兆9,710億円 
(1,863万人) 

 
47.6% 

後期高齢者 
75歳以上 

21兆9,920億円 
(2,137万人) 

 
52.4% 

29兆2,414億円 

33兆4,850億円 
(うち公費13兆1,700億円) 

37兆7,190億円 
(15兆6,000億円) 

41兆9,880億円 
(18兆200億円) 
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※2010年10月の厚生労働省推計「医療費等の将来見通し及び財政影響試算」（人口の高齢化の影響を除いた1人当たり医療費の伸び率1.5%）より。 
 ただし、2010年度の医療給付費は「医療保険制度に関する基礎資料」による。 
※2014年度までの医療給付費の状況等を踏まえると、2015年度以降の数値はさらに上昇する可能性が高い。 
 （2014年度予算ベース:後期高齢者14.4兆円、前期高齢者6.5兆円、0～64歳12.8兆円） 
※グラフの数字は現行制度（支援金1/3総報酬割）を前提。公費は指定公費（70～74歳1割軽減）と高齢者の保険料の特例軽減は含まない。端数処理のため合計が
一致しない場合がある。I 

医療給付費(単位:億円) 

あわせて 
28兆5,300億円。 

2010年度比で 
約11兆3,500億円の増。

シェアは68%で 
約10ポイント拡大。 

 

2010年度比 
約1兆4,000億円増。 
シェアは32.1%で 

約10ポイント縮小。 
 

８ 

2010年度 2015年度 2020年度 2025年度 

（１）被用者保険の財政上の問題点 
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９ 

③保険料率引上げによる対応が限界 

  １９年度 ２４年度 ２６年度 増収額 
（26年度－19年度） 

健保組合 ７．３％ ８．３％ ８．９％ 約１兆４千億円 

協会けんぽ ８．２％ １０％ １０％  約１兆４千億円 

（注）１．増収額は、２６年度保険料収入から１９年度保険料収入を差し引いた額 
       

〇協会けんぽの国庫補助率は、22年度から１６．４％（２６年度１兆２，５５９億円） 
 ※21年度までは、保険給付費等に係る国庫補助率13.0％ 

（１）被用者保険の財政上の問題点 
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１０ 

①公費投入と被用者保険からの支援に依存 

国保財政の現状  
（平成27年度予算案ベース） 

前期高齢者 

交付金 

 3兆5,600億円 

（３１％） 

公費 

4兆8,840億円 

（４３％） 

保険料 

3兆400億円 

（２６％） 

〇前期高齢者と64歳以下での会計区分なし 

→前期高齢者交付金のうち約2,000億円を64歳以下で使用 

〇平成30年度都道府県単位化で更に3,400億円を追加補助 

〇このほか、①自営業者の所得把握率は低い、②保険料の賦

課限度額が被用者保険に比べて低い、このため、中間所得

層の負担が重い―などの問題がある 

（２） 国保の財政上の問題点 



１ 健康保険組合連合会 １１ 

②保険収納率約９０％、一般会計からの繰入れ約３，５００億円/年 

（２） 国保の財政上の問題点 
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③国保の都道府県単位化（平成30年度）の成否？ 

１２ 
出典：社会保障審議会医療保険部会資料（平成27年2月20日） 

（２） 国保の財政上の問題点 



１３ 

○消費税引上げ（５％→１０％）の財源は、殆どが制度維持と医療提供体制に投入 

１ 

（３）国家財政－ 消費税引上げ財源の配分 
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１４ 

Ⅲ．我が国の医療提供体制の特徴 
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（１）医療機関数 

日本と欧米諸国の病院の国際比較 

  病院数 
人口10万 
対病院数 

アメリカ 5,756 1.9 

フランス 2,890 4.8 

ドイツ 2,166 2.6 

日本 8,943 7.0 

出典：OECD Health Data 2008 医療経済研究機構「アメリカ医療関連データ集 
    【2007年版】」医療経済研究機構「フランス医療関連データ集【2007年版】」、 
    医療経済研究機構「ドイツ医療関連データ集【2007年版】」、「平成18年医療 
    施設調査」「平成18年病院報告」厚生労働省大臣官房統計情報部 
 注：2005年の数字である。ただしドイツは2004年、日本は2006年の数字 

日本の医療機関数 

病院 8,493 

一般診療所 100,461 

歯科診療所 68,592 

薬局数 57,784 

（平成26年） 

出典：平成26年(2014)医療施設（静態・動態）調査・病院 
    報告及び平成26年度衛生行政報告例から作成 
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１６ 

（２）入院期間・病床数等 

医療提供体制の各国比較（2010年） 

１ 
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１７ 

（ ３ ） 受 診 率 

 日 本       １３．１回 

 ド イ ツ        ８．４回 

 フ ラ ン ス        ６．７回 

 イ ギ リ ス        ５．０回 

 ア メ リ カ        ３．９回 

 ス ウ ェ ー デ ン        ２．９回 

年間外来受診回数の各国比較（2009年） 

（出典）OECD｢Health data 2012｣ 
     ※アメリカは2008年の値 
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１８ 

（４）一般病床の機能別病床数 

一般病棟入院基本料の将来方向（社会保障と税の一体改革） 
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Ⅳ.保険者機能 

１９ 
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２０ 

（１）我が国の医療保険者の現状 

出典：財政制度分科会資料（平成26年10月8日） 

１ 

  国保 協会けんぽ 組合健保 共済組合 

保険者数 
１，７１７ １ １，４３１ ８５ 

（平成25年3月末） 

加入者数 
（平成25年3月末） 

３,４６６万人 
（2,025万世帯） 

３,５１０万人 ２,９３５万人 ９００万人 

被保険者1,987万人 被保険者1,554万人 被保険者450万人 

被扶養者1,523万人 被扶養者1,382万人 被扶養者450万人 

加入者平均年齢 
５０．４歳 ３６．４歳 ３４．３歳 ３３．３歳 

（平成24年度） 

65～74歳の割合 
３２．５％ ５．０％ ２．６％ １．４％ 

（平成24年度） 

加入者一人当たり医療費 
３１．６万円 １６．１万円 １４．４万円 １４．８万円 

（平成24年度） 

加入者一人当たり ８３万円 １３７万円 ２００万円 ２３０万円 

平均所得（※３） 一世帯当たり 一世帯当たり（※４） 一世帯当たり（※４） 一世帯当たり（※４） 

（平成24年度） １４２万円 ２４２万円 ３７６万円 ４６０万円 

加入者一人当たり 
８．３万円 10.5万円<20.9万円> 10.6万円<23.4万円> 12.6万円<25.3万円> 

平均保険料 

（平成24年度）（※５） 一世帯当たり 被保険者一人当たり 被保険者一人当たり 被保険者一人当たり 

<事業主負担込> １４．２万円 18.4万円<36.8万円> 19.9万円<43.9万円> 25.3万円<50.6万円> 

保険料負担率（※６） ９．９％ ７．６％ ５．３％ ５．５％ 

公費負担 給付費等の５０％  給付費等の１６．４％ 
後期高齢者支援金等の 

負担が重い保険者等への補助 

 なし （※８） 

公費負担額（※７） 
３兆５，００６億円 １兆２，４０５億円 ２７４億円 

（平成26年度予算ﾍﾞｰｽ） 

（※１） 組合健保の加入者一人当たり平均保険料及び保険料負担率については速報値である。 
（※２） 一定の障害の状態にある旨の広域連合の認定を受けた者の割合である。 
（※３） 市町村国保及び後期高齢者医療制度については、「総所得金額（収入総額から必要経費、給与所得控除、公的年金等控除を差し引いたもの）及び山林所得金額」に「雑損失の繰越控除額」
と「分離譲渡所得金額」を加えたものを年度平均加入者数で除したもの。（市町村国保は「国民健康保険実態調査」、後期高齢者医療制度は「後期高齢者医療制度被保険者実態調査」のそれぞれ
の前年所得を使用している。） 
協会けんぽ、組合健保、共済組合については、「標準報酬総額」から「給与所得控除に相当する額」を除いたものを、年度平均加入者数で除した参考値である。 
（※４） 被保険者一人当たりの金額を表す。 
（※５） 加入者一人当たり保険料額は、市町村国保・後期高齢者医療制度は現年分保険料調定額、被用者保険は決算における保険料額を基に推計。保険料額に介護分は含まない。 
（※６） 保険料負担率は、加入者一人当たり平均保険料を加入者一人当たり平均所得で除した額。 
（※７） 介護納付金及び特定健診・特定保健指導、保険料軽減分等に対する負担金・補助金は含まれていない。 
（※８） 共済組合も補助対象となるが、平成２３年度以降実績なし。 
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２１ 

（２）保険者機能とは 

 保険者の機能と役割 

  ①適用 

  ②保険料の設定・徴収  

  ③保険給付 

  ④審査・支払 

  ⑤保健事業等を通じた加入者の健康管理 

  ⑥医療の質や効率性向上のための医療提供側への働きかけ 

出典：平成24年度厚生労働省委託事業｢保険者機能のあり方と評価に関する調査研究報告書｣ 
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２２ 

（３）医療保険制度、医療提供体制への政策提言の場 
 

 厚生労働省社会保障審議会（厚生労働大臣の諮問機関） 
社会保障制度や人口問題等に関する基本的な事項を調査審議する 
 

 中央社会保険医療協議会（       〃      ） 
診療報酬改定や薬価、保険材料価格などについて審議し、答申する。診療報酬点数や施設基準等に
より医療機関を政策誘導する 

 

 地方社会保険医療協議会（       〃      ） 
保険医療機関・保険薬局の指定及び指定の取消し並びに保険医・保険薬剤師の登録の取消しについ
て審議し、文書をもって答申するほか、自ら厚生労働大臣に文書をもって建議する 
 

 都道府県医療審議会（都道府県知事の諮問機関） 
当該都道府県における医療提供体制の確保に関する重要事項を調査審議する 
（地域医療支援病院の承認、病院の開設・増床等に係る勧告・不許可、医療法人の設立・解散・合併の
認可、地域医療構想を含む医療計画の策定、変更など ） 
 

 都道府県保険者協議会 
特定健診等と高齢者医療制度に関する保険者や関係者間の連絡調整、保険者に対する助言と援助、

医療費用等に関する情報についての調査及び分析、 医療計画の策定及び変更に関する意見提出                       
                                                  

― など 
 



健康保険組合連合会 
２３ 

（４）わが国の保険者機能の評価（被用者保険） 

○組織内のガバナンス能力は高い －事業主との関係 

○政策提言、医療提供体制へ働きかけが弱い 

 【理 由】 
    ①保険者が細分化 保険者数は全体で約3500 
    ②医療提供体制に関する情報不足 
    ③協会けんぽは元々「政管けんぽ」 
    ④国と地方の権限が不明瞭 



健康保険組合連合会 
２４ 

（５）医療制度におけるガバナンス強化、今後の方向性 

①国民への情報提供・啓発（制度、財政、医療、健康） 

②政策決定過程、保険者運営への「当事者」の関与促進 

③行政権限の適切な行使と強化 



健康保険組合連合会 

ご清聴ありがとうございました 

２５ 
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